
 

2014 年度（平成 26 年度）事業計画 

 

 

はじめに 

 全腎協は本年４月１日より、一般社団法人全国腎臓病協議会として新たな道に旅立ち

ます。1971 年６月に全国腎臓病患者連絡協議会を結成し、1996 年９月には社団法人設

立へと衣替えを行いました。結成から 43年が経過し、1970 年当時 1,000 人足らずだっ

た透析患者は、透析治療の技術の進歩や社会情勢などを背景に、増加の一途をたどり今

日に至りました。2012 年末には 31 万人に迫る勢いです。平均年齢も 1980 年当事 45.2

歳であったものが今日では 66.9 歳までに上昇し、60歳以上の患者が全体の 75％を占め

るまでになりました。また、原疾患も当時、慢性糸球体腎炎が主であったものが、今で

は新規導入患者の 44.1％を糖尿病性腎症が占めています。全腎協としては、高齢患者

や要介護患者への対策が喫緊の重要な課題です。患者の高齢化に反し、40 歳以下の透

析患者の割合は 2.6％まで減少しました。そのような状況の中では、以前のように当事

者自身が中心となって活動するための行動力は著しく低下しています。 

現在全腎協は、1疾病で約 10万人を組織する唯一の患者団体として｢患者の命と暮ら

しを守る｣取り組みを行ってきましたが、近年高齢化に伴い会員の減少が続き組織体制

の強化も重要な課題になっています。患者の導入年齢は 68.44 歳になり今後益々の高齢

化が見込まれる中、会員の減少のみならず後継者の育成なども含め全腎協は大きな岐路

に立たされています。 

今回の一般社団法人移行を契機に、公益法人として社会から信頼されるべくセルフ・

ガバナンス（統治・統制能力）の効いたコンプライアンス（法令遵守）体制のある組織

運営を目指さなければなりません。自らがルールを定め、急ぎ諸規定を整備しなければ

なりません。また各県腎協に於かれましても遵守することが求められますし、結果責任

も求められることになります。 

 これまでも時代に即応した活動を続け、成果に結び付けてきました。これからも患者

が望むものは何か、医療現場における問題点は何か、社会の目はどこにあるのかを見定

め患者目線に立った活動に取り組まなければなりません。高齢患者が主体となった今、

終末期の問題など課題はたくさんありますが、患者会活動の原点は何か、今何をすべき

かを考え、次の世代にしっかり橋渡しをしなければなりません。その為の事業を今年度

は展開していきます。 

 

１．腎臓病に関する市民公開のシンポジウムや講演会の実施 

①2014 年度実施のシンポジウム・講演会等 

（１）2014 年度全腎協全国大会 inさぬき（５月 18 日：高松市） 

    参加対象者：患者、患者家族、医療関係者、一般市民 

    共催：一般社団法人 香川県腎臓病協議会  



 

（２）第 21 回腎不全対策キャンペーン講演会（日程未定：名古屋市） 

    参加対象者：患者、患者家族、医療関係者、一般市民 

    共催：名古屋市臨床疫学研究会、愛知県腎臓病協議会 

（３）腎臓病（ＣＫＤ）シンポジウム及び講演会等の開催 

参加対象者：患者、患者家族、医療関係者、一般市民 

    現在、開催地、講演内容などについて共催企業等と調整中 

 

２．臓器移植普及・推進のための国民に向けた啓発事業の実施 

（１）臓器移植フォーラムの開催（日程未定：大津市） 

   参加対象者：患者、患者家族、医療関係者、学生、一般市民 

（２）絵手紙コンテストの開催（日程未定） 

10 月の厚生労働省臓器移植普及推進月間に合せて、臓器移植を考える機会と

なるよう「絵手紙コンテスト」を実施 

（３）臓器移植普及推進月間（10 月）中、市民を対象とした全国街頭キャンペーン

の実施 

 

３．腎臓病に関する無料相談の実施 

（１）専門家（医療ソーシャルワーカー、管理栄養士、認定心理士）による電話相

談（フリーダイヤル）事業の実施 

（２）事務局相談担当者による相談事業 

（３）第 15 回相談員研修会の開催（11 月８日、９日：東京） 

参加対象者：加盟組織の相談担当者など 

 

４．腎臓病に関する情報発信 

（１）会報「ぜんじんきょう」の発行 

年６回、年間総発行数 70 万部を予定 

（２）書籍の発行  

会報「ぜんじんきょう」のほかに「透析をはじめる人のためのガイドブ  ッ

ク」など腎臓病患者の生活の向上に役立つ書籍の発行 

（３）ホームページの活用 

腎臓病についての全般的な情報のほか、腎臓病に関する講演会などの開 催

情報など随時掲載する 

（４）ニューズレターでの情報発信 

５．通院介護対策事業への取り組み 

（１）通院、入所、入居、在宅治療における課題への具体的取り組み 

  ・要介護（要支援）透析患者の通院対策(介護や通院費用) 

  ・公共交通機関の廃止に伴う通院困難者対策(通院費用・デマンド対応型交通等) 

  ・通院困難者(重度要介護者)の施設入所・入居対策 

  ・在宅透析やサ高住等での透析システムの構築 

  【フランスでのＬＣＤ（Limited care dialysis)やＨＤＣ（home dialysis）

等の限定看護師透析施設】 

（２）情報発信 

  ・「はあとなび」の発行 



 

６．透析医療の確保、治療と生活の質の向上への取り組み 

（１）公的医療費助成制度の確保 

・自立支援医療（更生医療）の維持への取り組み 

・都道府県単独事業、障害者医療費助成制度の地域間格差是正のための取り組

み、情報を共有し、都道府県組織での取り組みを推進 

（２）診療報酬改定への対応 

・低所得者への療養施設の入所のための環境整備 

・透析施設に併設した療養病床の増設への取り組み 

  ・長時間透析の保障 

（３）「患者中心の医療」の実現 

・自己管理できるだけの基礎知識の習得  

(血液検査の数値の意味・食事療法の基礎知識等) 

  ・在宅医療の環境整備 

・関係団体（医会、医学会等）との協調・連携 

（４）治療選択の拡大への取り組み 

・血液透析療法の選択肢が出来る環境の拡大 

 【患者のライフスタイルに応じ、生活の質を向上させる血液透析療法 

（長時間透析・在宅透析・深夜透析等）が選べる環境】 

（５）再生・移植医療の調査 

・ｉＰＳ細胞を使った再生医療やＥＳ細胞からの治療薬の研究の情報収集 

  ・早期実現を目指した取り組み 

 

７．生活・所得補償 

・生活出来る年金額の実現 

  ・就労支援と夜間透析の保障 

 

８．災害対策 

・災害時における都道府県単位のマニュアルの整備 

   （災害時の通院方法・避難場所・安否情報の発信等） 

  ・災害時を想定した日頃からの自己管理の重要性についての啓発 

   （日頃のカリウム値の把握・食物のカリウム値・体重管理等） 

  ・行政、関係団体等との連携による広域災害対策への取り組み 

 

９．調査研究と政策提言 

・第 44 次国会請願の実施  

・高齢透析患者の通院・入所・在宅等に関する調査研究 

・透析医療の地域間格差解消に向けた取り組み 

・高齢透析患者の透析治療、終末期医療について 

 

10．組織的課題への対応 

（１）一般社団法人としてふさわしい組織基盤の確立 

  ・一般社団法人としてコンプライアンス（法令遵守）体制の構築への取り組み 

  ・規程等の整備、組織体制などの明確化（図表化） 



 

  ・各理事の業務・責任の明確化 

   

（２）組織強化、入会率の増加への取り組み 

・各県の組織拡大に繫がる活動に対して、活動しやすい環境作りへの取り組み 

透析医学会学術集会への出展による医師、医療従事者などへの認知度ＵＰの

取り組み。その他「マスコミ対策」、「会員誘致グッズの作成」「有力企業との

連携による知名度のＵＰ」などへの取り組みについて具体化を図る 

  ・入会案内パンフレットの改定と印刷 

（３）事務局体制の整備 

・事務局運営でのコンプライアンス（法令遵守）、ガバナンス（統治・統制能力）

体制の構築への取り組み 

  ・事務局体制（図表化）、各事務局員の業務・責任の明確化 

  ・事務局員のスキルアップのため、研修などへの参加 

 

11．事業推進のために 

（１）各種会議の開催 

① 社員総会 

・５月 17 日（土）高松市  

・11 月 22 日（土）、23 日（日）東京 

② 理事会 

・４月 ５日（土）、 ６日（日）東京（臨時） 

・４月 26 日（土）、27 日（日）東京 

・６月 21 日（土）、22 日（日）東京（臨時） 

・９月 27 日（土）、28 日（日）東京 

・１月 10 日（土）、11 日（日）東京 

・３月 ７日（土）、 ８日（日）東京 

③ 全国事務局長会議 

・７月 12 日（土）、12 日（日）東京（討議内容未定） 

④ 青年会議 

・８月 30 日（土）、31 日（日）東京（討議内容未定） 

⑤ ブロック会議 

  ・各ブロック内で協議のうえ、適宜開催 

 

（２）事業推進体制 

・委員会の設置と現状に合致した委員会体制作り 

   ○政策委員会   ○財務委員会 ○医療委員会 ○組織対策委員会 

   ○災害対策委員会 ○通院介護対策委員会 ○「憲章」ＰＴ 

 

（３）関係学会等との連携 

 

（４）関係団体との連携 


